




大都市制度に関する特別委員会

日　時：令和２年７月６日（月）




















相模原市議会





	


大都市制度に関する特別委員会会議録

	令和２年７月６日
	開　会
	午前　９時３０分

	
	閉　会
	午前１０時３１分

	出席者
	委員
	　榎　本　揚　助　　　今　宮　祐　貴　　　服　部　裕　明
　桜　井　はるな　　　小　田　貴　久　　△西　家　克　己
○古　内　　　明　　　阿　部　善　博

	
	議員
	　な　　　し

	欠席者
	
　な　　　し


	説
明
の
た
め
の
出
席
者
	　下仲副市長　高梨市長公室長　小山総合政策部長
　榎本政策課長　井上広域行政課長　二瓶情報政策課長
　髙野財政課長　並木税制課長　髙本地域包括ケア推進課長
　遠藤生活福祉課長　柿山保険企画課長　鈴木保健衛生部参事
　角田こども・若者政策課長　吉成産業・雇用政策課長
　高木道路計画課長　小泉下水道経営課長　峰岸学校保健課長
　栄学校施設課長　篠原学校教育課長　淺倉教育センター所長
　芦野総務法制課長








	事務局
職　員
	　天野政策調査課長　小幡議事課副主幹　橋本同課主査
　関同課主任



	協議事項
	
　令和３年度白本、青本及び党派別要望に係る個別要望事項について

　大都市制度に関する調査研究について





















	傍聴者
	
　なし


	署名
	　委員長　古　内　　　明



[bookmark: _GoBack]
　　　午前９時３０分　開会
○古内　明委員長　　　ただいまから大都市制度に関する特別委員会を開会する。
　出席委員は８名で定足数に達している。
　これより審査に入る。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　令和３年度白本、青本及び党派別要望に係る個別要望事項について

○古内　明委員長　　　本日は、最初に資料１により、白本、青本及び党派別要望に係る個別要望事項について、スケジュール等の確認を行う。
次に、資料２により、白本の項目、内容に関する説明の後、質疑、意見を伺う。
次に、資料３により、青本における現在の取組状況の説明の後、質疑、意見を伺う。
次に、資料４により、市の独自要望である国の施策、制度に関する提案、要望についての取組状況の説明の後、質疑、意見を伺う。
次に、資料５により、本委員会での党派別要望運動に関わる個別要望事項の概要説明の後、進め方等について、委員会で協議してもらいたい。
最後に、本委員会における今年度の取組内容等について協議をお願いしたいと思うが、いかがか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○古内　明委員長　　　では、そのように進める。
　令和３年度白本、青本及び党派別要望に係る個別要望事項についてを議題とする。
　白本、青本及び党派別要望に係る個別要望事項のスケジュール等について、事務局に説明させる。
○天野政策調査課長　　　それでは、資料１、白本、青本及び党派別要望に係る個別要望事項についてを御覧いただきたい。
　まず、国の施策及び予算に関する提案、通称白本だが、６月２３日に窓口・財政担当局長合同会議による書面協議において、提案項目の文案の決定がなされた。なお、本委員会は前回４月１０日に開催され、提案項目案における本市選定結果について説明があり、内容を確認してもらった。
　本日、指定都市２０市で選定された提案項目、内容等の確認をしてもらい、７月中旬までには議長及び市長の決裁をもらい、７月下旬から８月上旬に国への要請活動を行う予定である。要請活動は各指定都市が分担し、政党及び関係府省に対して、議長及び市長が行う予定である。なお、今年度、本市は経済産業省の担当市となる予定である。
　次に、大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望、通称青本である。７月中旬までに、２０政令市が集まる税制、財政担当課長会議があるが、本委員会では、それに先立っての審議となる。その後、８月下旬の財政担当局長会議を経て、９月下旬または１０月上旬に、議長及び市長の決裁をもらうこととなる。その後、１０月から１１月にかけて、幹事市の議長及び市長並びに税財政関係特別委員会委員長等が分担して要望運動を実施する。なお、今年度の幹事市は京都市である。
　最後に、党派別要望は、例年、９月下旬に指定都市市長会事務局から事前の連絡があり、要望内容の作成作業に入る。１０月下旬から１１月上旬に、古内委員長に出席してもらう税財政関係特別委員長会議が開催され、その席上で要望運動の進め方について決定される予定である。国の各党派への要望運動だが、本委員会の委員が所属している党派は要望運動を行ってもらい、委員がいない党派は委員外の議員に行ってもらっている。要望運動は青本と市議会で作成する個別要望事項によることとなるので、本日、市の独自要望である令和３年度国の施策、制度に関する提案、要望の取組状況の説明終了後に、個別要望事項の内容について協議してもらいたい。
　事務局からは以上である。
○古内　明委員長　　　ただいまの説明に対して、意見等があったらお願いする。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件を終わる。
　次に、白本に関して、現在の取組状況について説明をお願いする。
○井上広域行政課長　　　それでは、令和３年度国の施策及び予算に関する提案、通称白本について説明する。
　本年度の白本は、先般、指定都市市長会の窓口・財政担当局長合同会議において文案が確定した。資料２の１枚目を御覧いただきたい。令和３年度白本の提案項目一覧である。
　本年度は、冒頭に新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動維持の両立に向けた対応に係る項目を設け、それ以降の項目は、例年どおり、税財政・大都市制度関係５項目、個別行政分野関係１０項目の１５項目である。このうち個別行政分野関係は、指定都市２０市それぞれが１０項目を選定し、指定都市市長会において集計し、その順位に基づき、項目を決定したものである。
　１枚ページ送ってもらいたい。こちらが白本の完成イメージである。
　３枚ページ送って、画面下に１ページと印字されているページを御覧いただきたい。それでは、提案内容の概要を説明する。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と社会経済活動維持の両立に向けた対応は６項目ある。
　１の感染防止策と医療体制の整備は、治療薬の開発のための臨床試験等への支援や、患者を受け入れている医療機関の経営安定化に向けた財政支援などを求めるものである。
　２の雇用の維持と経済活性化は、中小企業等に対する支援策のより一層の充実や、地域経済活動の回復に向けた継続的な財政措置などを求めるものである。
　３の教育機会の確保は、学校での感染拡大防止対応への継続的な財政措置、自宅学習を行えるＩＣＴ環境の整備に向けた継続的かつ十分な財政措置などを求めるものである。
　２ページを御覧いただきたい。４のデジタル化・スマート化の推進は、各種行政手続のオンライン化の早期実現などを求めるものである。
　５の地方自治体への財政支援の充実は、地方税の大幅な減収が見込まれる中、地方自治体が安定した財政運営を行えるよう、地方交付税の必要額を確保することなどを求めるものである。
　６の感染症対策の在り方の検討は、今後の備えを万全にするため、国、地方自治体の役割分担や事務権限について、明確にすることを求めるものである。
　９ページを御覧いただきたい。１の真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正は、国、地方間の税の配分をまずは５対５とし、さらに国と地方の役割分担を抜本的に見直した上で、その新たな役割分担に応じた税の配分となるよう、地方税の配分割合を高めることなどを求めるものである。
　１０ページを御覧いただきたい。２の大都市税源の拡充強化は、大都市特有の財政需要に対応するため、消費・流通課税及び法人所得課税の配分割合を拡充することなどを求めるものである。
　１１ページを御覧いただきたい。３の国庫補助負担金の改革は、国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が担うべき分野については必要な経費全額を国が負担するとともに、地方が担うべき分野については国庫補助負担金を廃止し、所要額を全額税源移譲することなどを求めるものである。
　１２ページを御覧いただきたい。４の地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止は、地域社会に必要不可欠な一定水準の行政サービスの提供に必要な地方交付税総額の確保や、臨時財政対策債の速やかな廃止などを求めるものである。
　１３ページを御覧いただきたい。５の多様な大都市制度の早期実現は、住民がよりよい行政サービスを受けられるよう、従来から指定都市市長会が提案している特別自治市制度の法制化など、多様な大都市制度の早期実現を求めるものである。
　１４ページを御覧いただきたい。６の子ども・子育て支援の充実は、子供、子育て支援の量的拡充と質の向上に係る恒久的な財源の確保や、保育所等の施設整備に係る補助率のかさ上げ、放課後児童クラブ等における財政措置などを求めるものである。
　１５ページを御覧いただきたい。７の「ＧＩＧＡスクール構想」実現に向けた制度の充実は、１人１台端末整備に対する継続的な国庫補助制度の充実や、デジタル教科書や教員研修等にかかる経費への財政措置などを求めるものである。
　１６ページを御覧いただきたい。８のインフラ施設の長寿命化対策は、ライフサイクルコストの縮減を目指す予防保全型の修繕等への重点的な支援などを求めるものである。
　１７ページを御覧いただきたい。９の子育て家庭等の経済的負担の軽減措置や子どもの貧困対策は、子ども医療費助成に対する統一的な国の医療費助成制度の創設や、独り親家庭の支援策及び子供の貧困対策に係る施策の充実などを求めるものである。
　１８ページを御覧いただきたい。１０の医療保険制度の抜本的改革及び国民健康保険財政の確立は、安定的で持続可能な国民皆保険制度としていくため、医療保険制度の一本化に向けた抜本的改革などを求めるものである。
　１９ページを御覧いただきたい。１１の介護保険制度の円滑な実施は、地方自治体の意見を十分反映して介護報酬の改定や制度改正等を行うことや、介護保険料等のさらなる負担軽減策の実施などを求めるものである。
　２０ページを御覧いただきたい。１２の学校における働き方改革の推進は、専門スタッフの配置など教員の負担軽減に向けた施策について、より一層の財政措置などを求めるものである。
　２１ページを御覧いただきたい。１３の義務教育施設等の整備促進は、老朽化対策や防災機能の強化など、学校施設の計画的な整備推進のために必要な財政措置や制度の充実などを求めるものである。
　２２ページを御覧いただきたい。１４の下水道事業における国土強靱化等のための財源の確保は、浸水対策及び地震対策などの国土強靱化に必要な財源の確保などを求めるものである。
　２３ページを御覧いただきたい。１５の生活保護の更なる適正化及び生活困窮者支援に対する財政措置は、生活保護費の全額国庫負担や生活困窮者自立支援制度における十分な財政措置などを求めるものである。
　説明は以上である。
○古内　明委員長　　　ただいまの説明に対する質疑、意見等があったらお願いする。
○服部裕明委員　　　２点ほど伺いたい。
　１つは、５の多様な大都市制度の早期実現についてである。過去、都道府県並みの権限を持つ特別自治市制度を目指しており、平成２４年に大都市地域における特別区の設置に関する法律が成立し、大阪府、大阪市では、これに基づいて取組が進められている。それと並行して、指定都市市長会で、７市による「特別自治市」の早期実現に向けてという共同研究が行われ、平成２５年４月に報告書を提出し、地方自治法の改正の基本的考え方まで示したところである。
　また、あまり知られていないと思うが、神奈川県でも平成２４年度に県と指定都市３市の副知事、副市長レベルで、新たな特区制度を活用した研究会も行われていた。そうした中で、多様な大都市制度という要望に変わってきた。多様なというところで、目標というか主張が曖昧になっている嫌いがあると思うが、もう少し具体的な形で示していく考え方はないのか。
○井上広域行政課長　　　白本においては、従来から特別自治市制度の法制化を例に挙げて、多様な大都市制度の早期実現を求めてきた。今後も、提案内容については、国等の状況を踏まえ、他の指定都市と連携しながら、引き続き検討していきたい。
○服部裕明委員　　　手順として、まず、特別自治市というものを法制化した中で、選択制ができるなど、融通性を持たせた制度設計も考えられるのではないかと思うので、引き続き、検討をお願いする。
　続けて、８のインフラ施設の長寿命化対策は、公共施設マネジメントの観点からいくと、コンパクトシティなど、コンパクト化に向けた取組が求められているが、どうしても長寿命化というところに重点が置かれている気がする。長寿命化に対する改修など、もちろん、そういう支援は構わないが、逆に、集約化や複合化する際の取壊しや解体に対する支援を求めていく考え方はないか。
○髙野財政課長　　　公共施設マネジメントに基づく施設の集約、複合化だが、本市においても、施設をコンパクトにしていくという観点から、大変、重要な取組と思っている。実は、公共施設等適正管理推進事業債という市債があり、延べ床面積の減少を伴う集約、複合化に対する起債あるいは除却に対する起債を対象としたもので、メニューとしては、そういったものが用意されている。ただ、現行、令和３年度までの時限的な起債ということで、こちらをさらに延長し、時限を撤廃してほしいという要望、また、メニューについても対象を拡大してほしいと、政令指定市で連携しながら取り組んでいる。
○服部裕明委員　　　市独自要望にも入っているのは承知している。集約化、複合化に伴う除却も適用ということで理解した。今後、２０市としても、市長会全体としてもそのような方向で取り組んでもらえるように要望しておく。
○古内　明委員長　　　他にないか。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件を終わる。
　次に、青本に関する現在の取組状況について説明をお願いする。
○髙野財政課長　　　それでは、資料３、令和３年度大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望、通称青本について説明する。
　今回示した資料は、指定都市市長会事務局が税制、財政担当課長会議に向けて、各指定都市に示した文案である。今後予定されている担当課長会議や局長級の会議などを経て、最終的な青本となるものである。
　それでは、１枚目を御覧いただきたい。要望項目として、まず重点要望項目は、税制関係が３項目、財政関係が３項目、下段の要望事項は、税制関係が６項目、財政関係が２項目、全体では１４項目の要望となっている。各項目とも昨年度からの継続要望となっているものである。
　それでは、４ページ送って、画面下に２ページと印字されているページを御覧いただきたい。初めに、重点要望事項詳細説明の税制関係について説明する。
　１の真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正は、消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国と地方間の税の配分をまずは５対５とすることなどを求めるものである。
　３ページを御覧いただきたい。２の大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化は、都市税源である消費・流通課税及び法人所得課税等の配分割合を拡充することを求めるものである。
　４ページを御覧いただきたい。３の事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設は、道府県から指定都市に移譲されている事務、権限及び新たに移譲される事務、権限について所要額が税制上措置されるよう、大都市特例税制を創設することを求めるものである。
　続いて、財政関係について説明する。５ページを御覧いただきたい。１の国庫補助負担金の改革は、国と地方の役割分担の見直しを行った上で、地方が担うべき分野については国庫補助負担金を廃止し、所要額を全額税源移譲することなどを求めるものである。
　６ページを御覧いただきたい。２の国直轄事業負担金の廃止は、国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が行うこととされた国直轄事業については、地方負担を廃止し、地方へ移譲する際には、所要額を全額税源移譲することを求めるものである。
　７ページを御覧いただきたい。３の地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止は、国の歳出削減を目的とした総額の一方的な削減は行わず、大都市特有の財政需要などを反映させた地方交付税総額を確保することや、臨時財政対策債の廃止、地方交付税額の予見可能性を確保することを求めるものである。
　続いて、要望事項詳細説明の税制関係について説明する。ページを２枚送って、９ページを御覧いただきたい。１の消費・流通課税の充実は、消費・流通課税の市町村への配分割合の大幅な拡充を図ることを求めるものである。
　下段２の所得課税の充実（個人住民税）は、市町村の基幹税目であり、税収の安定した個人住民税について、より一層の充実を図ることを求めるものである。
　１０ページを御覧いただきたい。３の所得課税の充実（法人住民税）は、都市的税目である法人住民税について、大都市特有の財政需要に対応するため、配分割合の拡充を図ることを求めるものである。
　１１ページを御覧いただきたい。４の固定資産税の安定的確保は、固定資産税は、税源の偏在性が小さく、基礎的行政サービスの提供を安定的に支える上で重要な基幹税目であるため、その安定的な確保を図ることなどを求めるものである。
　１２ページを御覧いただきたい。５の定額課税の見直しは、相当期間にわたって据え置かれている定額課税について、税負担の均衡や物価水準等を考慮しつつ、適切な見直しを行うことを求めるものである。
　下段６の税負担軽減措置等の整理合理化は、地方税の税負担軽減措置及び国税の租税特別措置の一層の整理合理化を進めることを求めるものである。
　続いて、財政関係について説明する。１３ページを御覧いただきたい。１の国庫補助負担金の超過負担の解消は、国庫補助負担金の改革がなされるまでの間は、国庫補助負担金の超過負担の解消を求めるものである。
　下段２の地方債の借入条件等の改善と補償金免除繰上償還の実施は、地方債のうち公的資金の借入条件の改善や補償金免除繰上償還の実施、公共施設等の適正管理の推進に係る地方債の対象に公用施設も追加するとともに、恒久的な措置とすることなどを求めるものである。
　以上が令和３年度青本に係る要望内容である。
　今後、税制、財政担当課長会議などにおいて、全ての指定都市による合意を経た後、文案が確定する予定となっている。したがって、本日説明した内容と最終文案が異なる場合があることを御承知おきいただきたい。
　説明は以上である。
○古内　明委員長　　　ただいまの説明に対して、質疑、意見等があったらお願いする。
○服部裕明委員　　　７ページの３の地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止について１点だけ伺うが、大都市に限定した交付税額の削減や、臨時財政対策債の指定都市への配分が多くなっていることが憂慮されるべきと思うが、これから、大都市ほど高齢化の進行が加速化していくと言われている。また、新型コロナウイルス感染症による財政への影響も懸念されるので、臨時財政対策債による借金は、なるべくつくらないようにすることが一番だと思う。早急に臨時財政対策債を廃止してもらうように、国に対して強く働きかけてもらいたい。その点について、再度、考えを伺いたい。
○髙野財政課長　　　臨時財政対策債は、地方交付税の不足を地方公共団体が地方債の発行により補うことができる臨時的な制度として設けられたものだが、実際には、毎年度、恒常的な発行を余儀なくされている状況で、問題があると考えている。
　このため、地方交付税の不足は、地方交付税の法定率の引上げにより対応していく。そして、臨時財政対策債は廃止してもらうことを、指定都市市長会を通じて、国に強く要望を行ってきた。ただ、現状、国も財政が非常に逼迫している中で、制度の見直しが進んでいない状況と認識している。市としては、今後とも制度の抜本的な見直しに向けて、他市とも連携しながら、国に対し、継続的に要望していきたい。
○服部裕明委員　　　平成１２年に地方分権が一気に進んだ直後に、こういう制度が導入されたのも皮肉な結果だと思っている。臨時財政対策債の償還分、基準財政需要額に全額算入されていると思うが、基準財政需要額が膨らむわけで、借金が借金を生むような制度とも見られるわけで、制度の解消に向けて、指定都市一丸となって進めてもらうように要望する。
○古内　明委員長　　　他にないか。─
　ないので、本件を終わる。
　次に、市の独自要望である国の施策、制度に関する提案、要望についての取組状況について説明をお願いする。
○榎本政策課長　　　それでは、本市独自に実施する国への提案、要望事項について説明する。資料４、令和３年度国の施策・制度に関する提案・要望書を御覧いただきたい。
　本市では、例年、翌年度の国の予算編成を前に、関係省庁に対して、本市の将来にとって特に重要な施策に係る提案、要望を取りまとめ、要望活動を行っている。
　ページを２枚送って、目次を御覧いただきたい。２ページにわたっている。要望事項は全部で２１項目あり、内容は、地方分権改革の推進から各省庁が所管している個別の事業まで、幅広く要望している。
　要望事項２１項目のうち１９項目は、後ろに継続と書いてあるが、これまで継続して国に要望を行ってきたものである。
　その中で、今年度から新たに２項目が要望する項目となっているので、説明する。
　１０ページを御覧いただきたい。公共施設等適正管理推進事業債の対象範囲の拡大・時限措置の撤廃である。要望事項は、令和３年度までとされている公共施設等適正管理推進事業債に係る時限措置を撤廃するとともに、対象事業を拡大するものである。
　公共施設は、高度経済成長期を中心に整備してきたものが、近い将来、一斉に更新時期を迎えるため、施設の維持補修あるいは更新に多額の費用がかかることが見込まれるが、これらを実施するための起債について、令和３年度までと時限が切られているが、これを撤廃していくことを要望するとともに、現在、この起債の対象外とされている市役所やまちづくりセンターあるいは消防署等の公用施設も対象としてもらうように要望するものである。
　続いて、２０ページを御覧いただきたい。一時保護の体制強化について説明する。要望事項は２点あり、１点目は、一時保護所等の設置に係る整備費や定員増加等に向けた改修費に対する補助について、対象施設の拡充や補助率の引上げなどを要望するものである。
　２点目は、一時保護委託について、委託費の単価水準を引き上げるとともに、児童養護施設などの一部に限られている一時保護実施特別加算費の対象施設の拡充などを要望するものである。本市では今年度から民間事業者に一時保護の委託を行っているが、障害児を対象とする施設であることから補助の対象外となっており、要望しているものである。
　児童虐待の通告、相談件数は、毎年、増加の一途をたどっているが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、学校の臨時休業、外出自粛が長期化するなど、生活不安あるいはストレスによる児童虐待のさらなる増加などが懸念されることから、一時保護の体制強化について要望するものである。
　なお、これらの提案、要望は、去る６月３０日に、市長より厚生労働省に対して要望活動を実施した。また、他の省庁についても、これから、順次、活動を進めていきたい。
　説明は以上である。
○古内　明委員長　　　ただいまの説明に対する質疑、意見等はないか。
○服部裕明委員　　　２５ページ、２０の広域交流拠点の形成に向けた財政支援等の拡充だが、まちづくりに対する財政支援ということで、昨年６月の一般質問で、相模総合補給廠の一部返還地の土地処分についてルールを尋ね、国有財産地方審議会の手続を経て、市の利用計画等に応じた処分がなされるものと承知しているという答弁をもらっている。施設整備等に対する財政支援も重要だが、土地の活用という点で、民間の活用を考えるのであれば、この土地は返還財産で、返還財産の処分について、民間への払下げ、売払いの許容など、そういう方向を出すことも必要ではないかと思うが、考えを伺う。
○榎本政策課長　　　相模総合補給廠の一部返還地は、財務省が示している返還予定財産の処分方針の策定についてに基づき、今後、本市が策定する予定の土地利用計画に即して処分が行われるものと承知している。その際、土地利用計画において、例えば商業的な土地利用を行うエリア等の位置づけを行った場合は、国から民間事業者に直接払下げ等の処分も可能と認識している。本市としては、今後、市民の意見も伺いながら、返還地の活用について、さらに検討を進めていきたい。
○服部裕明委員　　　商業施設等に対する国からの直接の売払いが可能というのが、財務省のものをいろいろ見ても見当たらない。国有財産の有効活用の方策について、これは平成３０年１０月２２日に行われた財政制度等審議会の国有財産分科会第３回ワーキングチームの資料だが、その中に返還財産という１項目があって、返還財産の活用については、地元地方公共団体に利用計画の策定を求め、当該計画を踏まえた処分を行っているという現状の取扱いの説明がある。そういうことを踏まえての話だと思うが、民間活用というところで、民間への売払い処分が明言されているわけではなく、基本は公共利用だと思う。普通財産に限って言えば、コンビニエンスストアやスーパーマーケットなどについて、定期借地権の設定ということで、１０年から３０年ぐらいというのは示されているので、あまり楽観視しないで、市で全部取得ということは考えられないので、検討してもらえればと要望する。
○榎本揚助委員　　　国への要望と提言から少しずれるかもしれないが、今日、皆さんおそろいなので、大都市制度というところを全般的に、少しだけ確認したい。
　まず、政令指定都市は２０市あるが、水源地域を抱えている地域はほかにあるのか。
○榎本政策課長　　　全ては承知していないが、例えば新潟市など、他にもあることは承知している。
○榎本揚助委員　　　神奈川県民の４分の３の水がめを抱えている地域という意味で、これだけ広大な水源地域を抱えている政令市は、ほかにないと把握している。
　昨年の台風第１９号の際、あれだけ甚大な被害があって、国庫補助や県の様々な補助も使用しながら、当然、相模原市としても支出した。私が非常に気になっているのは、合併して十二、三年、政令市になって１０年だが、政令指定都市になって旧津久井地域と一緒になったことで、旧相模原市の方からすると、何であんなお金のかかる地域と一緒になったのだ。当初の、政令市になればバラ色で、全てがよくなるということと逆行して、感覚的なことだが、サービスは低下しているのではないかという声もある。そして、そのことによって借金が増え続けて、今回、コロナ禍もあったが、財政調整基金も４億円まで減ってしまった。旧津久井地域のせいだという声がある。これが今、市民が抱えている政令指定都市１０年を迎えた本市に対する率直な感想である。
　実際のところ、旧津久井地域と一緒になったから、財政が厳しくなったわけではない。私の知る限りでは、津久井郡の際には、保健所や合同庁舎や職員など、神奈川県からかなり人的な支援を割いて、水源地域を守るために対策に当たっていた。公共事業だけ見ても、今の何倍、何十倍の規模の予算を組んでいたと思う。旧津久井地域、水源地域と一緒になったから財政が厳しくなっているのかを教えてほしい。
○榎本政策課長　　　合併するに当たって、将来の都市構想等を十分に踏まえて決断しているので、旧津久井地域が財政的に重荷になったり、市政の阻害要因になることはないものと認識している。
○榎本揚助委員　　　ここで細かいことを聞いて、細かい回答ができるかといったら難しいと思うが、ただ、現状、そういう声が多い。特に今回、コロナ禍となり、財政調整基金が４億円しかないということが出て、さらに財政に対する危機感を市民が感じていて、市債残高だけで見ると、政令市の中では非常に良好な数字だが、ああいった報道があると、本市財政は本当に大丈夫なのかという声がある。それが旧津久井地域と一緒になっているからだという認識が非常に多い。つまり、政令指定都市１０年を迎えた中で、市民の政令市になってよかったという声、アンケート等は取っていないと思うが、取ると半数以下になることは間違いない。財政も厳しいなど、市民の反応がある中、政令指定都市は、あくまでも暫定的な、いわば政令で定めただけのもので、きちんと法律に定めているわけではない。そういう中で、市長会としては特別自治市を進めている。でも、今回の大阪のように、新たな大都市の形を模索している地域もある。その中で本市がどうするのか、４月に総合政策部長から伺ったが、相模原市は、これから人口が減少して、６０万人も割り込んでいく。例えば、今、船橋市や、ほかにも６０万人を超えている中核市も存在する。５０万人を超えている中核市も存在する中で、いろいろな対策を見ていると、今回、コロナ禍で、中核市のほうが政令市よりもはるかにきちんとした経済支援策を打てていたり、あるいは特別定額給付金の支給も素早く対応しているケースも見られた。１点確認したいのは、政令指定都市になって、人口要件が５０万人以上だから、それを直ちに満たさないわけではないが、例えば、政令指定都市でいるのは荷が重いということで、手続上、戻すことはできるのか。
○小山総合政策部長　　　指定都市から中核市なり一般市なりに戻った例はないが、例えば合併にしても、本市は昭和２３年に座間市と分立するという逆向きのことをしてきたこともあるので、国等の法律上の協議によって、そうしたことができるのかもしれないが、確定的なことは言えない。
○榎本揚助委員　　　直ちにそれが必要というよりは、将来何が起こるか分からないということを考えたとき、未来の市民、子供たちに対して、何がベストなのか、常に選択肢を含めて考えていくことは非常に重要なことだと思う。今回のテーマから少し外れたが、政令市１０周年を迎えて、市民が政令指定都市というものに対して価値を持っているのか。例えば、我々議員や職員からすると、箔がついた、名誉だといった感覚があったのかも分からない。しかし、それは本質的な議論ではない。大都市の中で、市民にいかにサービスを実感してもらえるかが重要だと思うので、ぜひ、そうしたことを念頭に置いて、これからも市政運営に当たってもらいたい。
○古内　明委員長　　　審査内容から少しずれたので今後気をつけていただきたい。他にないか。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、本件を終わる。
　休憩する。
　　　午前１０時１９分　休憩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　午前１０時２１分　開議
○古内　明委員長　　　再開する。
　初めに、本委員会での党派別要望運動に係る個別要望事項の概要について事務局より説明の後、質疑、意見等を伺う。その後、党派別要望運動に係る個別要望事項について協議してもらう。
　それでは、党派別要望運動に係る個別要望事項の概要について、事務局に説明させる。
○天野政策調査課長　　　資料５を御覧いただきたい。党派別要望運動に係る個別要望事項について説明する。なお、こちらは昨年１０月に行われた指定都市税財政関係特別委員長会議の資料の抜粋である。
　大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望書、通称青本は、指定都市税財政関係特別委員会において、各政党、衆議院、参議院両総務委員会及び地元選出国会議員に対して要望を行うよう、議会側に要請されているものである。
　要望運動のとき、青本とは別に各市議会で作成した要望事項を提出することができ、その要望を個別要望事項という。本年度の予定は未定なので、前年の例により説明する。
　初めに、各政党に対する要望だが、政党別に、それぞれ党の首脳をはじめ、税財政及び地方行政関係役職者並びに地元選出国会議員の出席を求めて、懇談会形式により要望運動を実施する。
　通常、党派別懇談会に出席してもらう委員は、本委員会の委員で、同じ政党に属する各委員にお願いしている。懇談会の開催に先立って、税財政関係特別委員長会議において党派別要望を行うために、各党派について担当市が決められ、担当市は、政党と協議して日程などを決め、実施準備を行う。
　資料の中ほどに表があるが、７つの政党に対して要望運動を行っている。懇談会当日は担当市が座長となり、初めに担当市により青本の要望の説明が行われ、青本に係る要望が終わり次第、各市議会からの個別要望を行うことができる。
　資料の下段に参考として令和元年度の党派別要望実施日等を記載しているが、各党派おおむね１時間の懇談時間の中で、個別要望事項に３０分以上の時間を割いている。なお、市議会で作成する個別要望事項の内容を決定するに当たって、例年、市長部局が作成している国の施策、制度に関する提案、要望を基に協議してもらい、相模原市として一体となった要望を行うため、当該要望を各党派統一した市議会の要望としている。
　党派別要望運動に係る個別要望事項については以上である。
○古内　明委員長　　　ただいまの説明に対して、意見等があったらお願いする。
○小田貴久委員　　　例年、党派別要望は、日程が合えば、国会ないしは党本部党に各党派の委員が東京に行っているが、コロナ禍、また、東京都の感染者数も増えている状況の中、慎重になることも必要だと考えている。１０月、１１月に行われる特別委員長の会議において、オンラインでの開催など、これまでと違う方法も検討すべきではないかと思うが、現状、そういったところでの発言の機会があるのか。また、正副委員長で何か考えがあるのか。
○古内　明委員長　　　コロナ禍がどこまで続くか、先行きが見えないので、先のことについては、担当市や各党といろいろと調整しながら、今後の対応は早急に確定しなければいけないと思うが、現段階では何も決まっていない。
○関議事課主任　　　事前に事務局から指定都市市長会に現状と、今後どうしていくかを伺ったところ、現段階では例年どおり行う方向で考えているが、各政党の考えもあるので、８月に青本が固まった段階で、随時、判断していきたいということで確認している。
○古内　明委員長　　　他にないか。─
　ないので、次に、１１月中下旬に行われる党派別要望に係る個別要望事項の内容について、協議をお願いする。
　参考までに、例年、個別要望事項は、市の独自要望事項と同じ内容のものを相模原市議会の共通の内容としている。また、本市議会の議員が所属していない党派には個別要望を提出せず、要望運動にも出席していない。昨年と同様の進め方でいいか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○古内　明委員長　　　では、そのように進める。
　なお、党派別要望運動の詳細な要望時期は、１０月下旬から１１月上旬に行われる税財政関係特別委員長会議において協議、決定する予定なので、決定したら各委員に随時連絡する。
　本件に対して発言等はないか。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件を終わる。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　大都市制度に関する調査研究について

○古内　明委員長　　　大都市制度に関する調査研究についてを議題とする。
　本委員会における今年度の取組内容等の具体的な進め方について協議を行う。
　意見等をお願いする。
○阿部善博委員　　　代表者会議等、議運かもしれないが、常任委員会、特別委員会、議運等の視察や調査日程等、大まかなガイドラインや原則は示されると思うが、当委員会での活動はしっかり行っていかなければいけないと思うので、視察や研究会、研修会、講師を招いての勉強会など、これまで行ってきた経緯があるので、そうしたことを視野に入れつつ、テーマ等については、継続性もあるので、まず、昨年のテーマを確認したい。
○関議事課主任　　　昨年度の本委員会のテーマは、大都市制度における今後の税財政の見通しと取組についてということで、昨年２月に新潟市を視察している。
○阿部善博委員　　　視察等はどうなるか分からないので、正副委員長に一任したいと思うが、テーマについて、特段取り上げてというものは今のところ考えていないので、我が会派では、昨年と同じテーマで行ってもらえればと思っている。
○古内　明委員長　　　他に意見等があったらお願いする。─
　それでは、今年度の取組内容は、令和元年度と同じ、大都市における今後の税財政の見通しと取組についてにしたいと思うが、これに異議ないか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○古内　明委員長　　　異議ないので、そのようにする。
　なお、国から新型コロナウイルス感染症対策として、新しい生活様式の実践例が示され、感染が流行している地域からの移動、感染が流行している地域への移動は控えるとされているので、事態が収束するまでは、調査研究は委員おのおので行うこととし、視察等が可能となった場合には、改めて対応する。その際、視察場所、目的については正副委員長に一任願うが、異議ないか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○古内　明委員長　　　異議ないので、そのようにする。
　その他、意見等があったらお願いする。─
　以上で本日の審査を終わる。
　以上をもって大都市制度に関する特別委員会を閉会する。
　　　午前１０時３１分　閉会
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